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ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社との合弁会社の設立を目的とした 

会社分割（簡易新設分割）及び新設会社の第三者割当増資に関する 

基本合意書締結のお知らせ 

 

 2026年３月 31日開催の当社取締役会において、ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社（代表取締役：

奥村 幹夫、以下「ＳＯＭＰＯホールディングス」）との間で、リフォーム DX 事業を行う合弁会社（当

社の連結子会社）を設立することを目的とした法的拘束力のない基本合意書（以下「本合意書」）を締

結することを決議し、同日に本合意書の締結が完了いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 当社とＳＯＭＰＯホールディングスは、ＳＯＭＰＯホールディングスとの合弁形態への移行を前提と

した当社の子会社（以下「新設子会社」）を設立し、当社から新設子会社に対して、災害時対応の優良

修理業者紹介サービス「みんなのリペア」を含む当社のリフォーム DX 事業（注１）（以下「本事業」）

を分割により承継させること（以下「本新設分割」）、並びにＳＯＭＰＯホールディングスが新設子会

社に出資すること（以下「本出資」、本新設分割及び本出資からなる一連の取引を「本取引」）によっ

て、ＳＯＭＰＯホールディングスが新設子会社の株式を取得し、新設子会社を当社及びＳＯＭＰＯホー

ルディングスの合弁会社（当社の連結子会社、以下「本合弁会社」）にすること等、本合意書における

定めを踏まえて、本取引に係る法的拘束力のある契約（以下「最終契約」）の内容について誠実に協議

することを合意いたしました。 

 

 また、連結決算上は本合弁会社が連結子会社であることに変更がないため、連結損益への影響は軽微

です。なお、本新設分割に関しては、当社と当社の完全子会社との間で行う簡易新設分割であるため、

開示事項及び内容を一部省略しています。 

 

（注１）「リフォーム DX 事業」とは、リフォーム・リペア領域のデジタルトランスフォーメーションを

進める事業であり、当社が運営する、災害時対応の優良修理業者紹介サービス「みんなのリペア」、外

壁塗装の会社探しサイト「ヌリカエ」、水回りリフォームの比較サイト「リフォスム」、営業支援アプ

リ「Budii」などを含みます。 

 

 

 



 

 

記 

 

I. 本取引の背景と目的 

 

 当社は 2015 年より、外壁塗装の会社探しサイト「ヌリカエ」を運営しており、信頼性の高い業者

選びの難しさが課題となっていたリフォーム市場において、一貫して透明性の高い情報提供と「安

心できる選択肢」を提供し続けてまいりました。 

その結果、累計利用者数は 30 万人（注２）を突破し、業界で No.１（注３）の評価をいただくな

ど、名実ともに国内最大級のサービスへと成長いたしました。加えて近年、地震や洪水、土砂災害

など日本の自然災害が増え続ける傾向にある中、当社は 2022 年より損害保険ジャパン株式会社との

業務提携を通じて、住まいに事故等の被害を受けたお客さまに対し、所定の基準を満たす建物修理

業者を紹介するサービス「みんなのリペア」を展開してまいりました。 

 

 今後「ヌリカエ」「みんなのリペア」を含むリフォーム DX 事業について、当社の有するサービス

開発のノウハウと幅広い加盟企業ネットワーク、ＳＯＭＰＯホールディングスの有する顧客基盤を

活かしながら、当社とＳＯＭＰＯホールディングスはリフォーム DX 領域において合弁会社を設立す

ることについて誠実に協議することを合意いたしました。合弁会社では、両社の強みを活かしユー

ザーに寄り添いながら、災害時の保険契約者の負担軽減とリフォーム業界の健全な発展に向け「信

頼・透明・迅速」を新たな標準とするという共通目標に向けて、取り組んでまいります。 

 

（注２）ヌリカエから塗装店をご紹介した累計件数 

（注３）調査概要 

調査項目：利用者数、契約者数、流通総額（工事単価×工事件数）、掲載企業数、掲載クチコミ数 

比較対象企業：外壁塗装比較サイト４社 

調査期間：2024年１月１日～2024 年 12月 31 日の実績 

調査方法：関係者へのヒアリング、デスクリサーチ 

調査提供先：東京商工リサーチ 

 

II. 本新設分割 

 

1. 本新設分割の要旨 

 

(1) 日程 

 

取締役会決議日（基本合意書の承認） 2026 年３月 31 日 

基本合意書の締結 2026 年３月 31 日 

取締役会決議日（新設分割計画の承認） 2026 年５月（予定） 

分割期日（効力発生日） 2026 年９月期下半期中（予定） 

本新設分割は、会社法第 805 条の規定に基づく簡易新設分割の要件を満たすため、株主総

会の承認を得ることなく行います。 

 

(2) 本新設分割の方式 

本新設分割は当社を分割会社とし、新設子会社を承継会社とする簡易新設分割です。 

 

(3) 本新設分割に係る割当ての内容 

新設子会社は、本新設分割に際して普通株式の全てを当社に割当交付いたします。 



 

 

 

(4) 本新設分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

当社が発行済みの新株予約権及び新株予約権付社債について本新設分割による取扱いの変

更はありません。 

 

(5) 本新設分割により増減する資本金 

本新設分割による当社の資本金の増減はありません。 

 

(6) 新設子会社が承継する権利義務 

新設子会社は、新設分割計画に定めるところに従い、効力発生日において本事業に係る資

産及び負債並びに契約上の権利義務及びその地位を承継するものとします。 

 

(7) 債務履行の見込み 

本新設分割の効力発生日後において、新設子会社が負担すべき債務についてその履行の見

込みに問題はないものと判断しております。 

 

2. 本新設分割の当事会社の概要 

 

 分割会社／当社 

（2025 年９月 30 日時点） 

承継会社／新設子会社 

（予定） 

（１）名称 株式会社 Speee 未定 

（２）所在地 東京都港区六本木 3-2-1 東京都港区六本木 3-2-1 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 

大塚 英樹 

未定 

（４）事業内容 ・金融 DX 

・レガシー産業 DX 

・DX コンサルティング 

リフォーム・リペア領域の

デジタルトランスフォーメ

ーション支援事業 

（５）資本金 2,906,030 千円 未定 

（６）設立年月日 2007年 11月 29 日 2026 年９月期下半期中（予

定） 

（７）発行済株式数 11,494,750株 未定 

（８）決算期 ９月 30 日 ９月 30 日（予定） 

（９）大株主及び持分比率 大塚 英樹 22.48% 

株式会社 Print 21.86% 

久田 哲史 19.13% 

当社 100% 

 

 

 

 

 

 



 

 

3. 分割会社の直近事業年度の経営成績及び財務状態 

 

決算期 2023 年９月期 

（連結） 

2024 年９月期 

（連結） 

2025 年９月期 

（連結） 

純資産 5,044 5,417 7,289 

総資産 11,295 10,116 14,813 

1 株当たり純資産

額（円） 

481.73 507.48 634.75 

売上高 13,605 15,722 16,435 

営業利益 810 537 △685 

経常利益 846 594 △661 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

△1,042 244 △950 

1 株当たり当期純

利益（円） 

△100.36 22.94 △84.88 

 

 

4. 分割する事業部門の概要 

 

(1) 分割する事業の内容 

リフォーム・リペア領域のデジタルトランスフォーメーション支援事業 

 

(2) 分割する事業の経営成績 

新設分割計画の取締役会決議時に開示予定 

 

(3) 分割する資産、負債の項目及び金額 

新設分割計画の取締役会決議時に開示予定 

 

5. 本新設分割後の状況 

本新設分割による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の

変更はありません。 

 

 

III. 本出資及び合弁会社化 

 本出資（新設子会社によるＳＯＭＰＯホールディングスに対する第三者割当増資による株式発行

及びＳＯＭＰＯホールディングスによる当該株式の引受け及び払込み）により、新設子会社は、当

社及びＳＯＭＰＯホールディングスの合弁会社となる予定です。なお、それぞれの出資比率は未定

ですが、合弁会社化後も、本合弁会社は当社の連結子会社です。 



 

 

 
 

1. 本合弁会社の相手先の概要（2025 年９月 30 日現在） 

 

（１）名称 ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社 

（２）所在地 東京都新宿区西新宿 1-26-1 

（３）代表者の役職・

氏名 

グループ CEO 取締役 代表執行役社長 

奥村 幹夫 

（４）事業内容 （１）損害保険会社、生命保険会社その他の保険業法の規定

により子会社等とした会社の経営管理 

（２）その他前号の業務に附帯する業務 

（３）前２号に掲げる業務のほか、保険業法の規定により保

険持株会社が営むことのできる業務 

（５）資本金 1,000 億円 

（６）設立年月日 2010 年４月１日 

（７）大株主及び持分

比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15.94％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5.90％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 3.15％ 

（８）当社と当該会社

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社の提供する建物修理業者の紹介制度

「みんなのリペア」に関する取引があり



 

 

ます。 

関係当事者への該

当状況 

該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態（単位：百万円） 

決算期 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 

純資産 1,199,140 2,868,258 2,865,132 

総資産 13,351,277 14,832,778 15,030,015 

１株当たり純資産額

（円） 

1,904.47 2,887.69 3,029.56 

経常収益 4,525,869 4,933,646 5,453,769 

経常利益 49,504 488,034 552,924 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

26,413 416,054 422,927 

１株当たり当期純利益

（円）（注４) 

26.14 419.83 436.45 

１株当たり配当金

（円）（注４) 

260.00 300.00 132.00 

（注４)2024 年４月 1 日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

2023年３月期の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純

利益を算定しております。 

 

2. 本出資の概要 

 

（１）割当先 ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社 

（２）発行新株式数 未定 

（３）発行価額 未定 

（４）発行価額（概算値）の総額 未定 

（５）払込期日 2026 年９月期下半期中（予定） 

（６）増加する資本金及び資本準備金 未定 

（７）発行価額（概算値）の算定根拠 未定 



 

 

（８）調達資金の使途 新設子会社の事業成長を実現するための資

金に充当する予定です。 

 

3. 本合弁会社の事業内容 

両社の強みを活かしユーザーに寄り添いながら、社会課題となっているリフォーム業界の情報

の非対称性を解消し、リフォーム・リペア領域のバリューチェーンを再開発することで、「信

頼・透明・迅速」を業界の新たな標準とするという共通目標を掲げ、以下の事業を行う予定で

す。 

(1) リフォーム業者と利用者のマッチングプラットフォームの提供 

(2) リフォーム業者の生産性を向上させるプロダクトの開発及び提供 

(3) 災害時に被害に遭われた損害保険加入者に対しての優良修理業者の紹介 

 

4. 本出資後の本合弁会社の概要（予定） 

 

（１）名称 未定 

（２）所在地 東京都港区六本木 3-2-1 

（３）代表者の役職・

氏名 

未定 

（４）事業内容 リフォーム・リペア領域のデジタルトランスフォーメーショ

ン支援事業 

（５）資本金 未定 

（６）設立年月日 2026 年９月期下半期中（予定） 

（７）決算期 ９月 30 日（予定） 

（８）出資比率 （本出資前）当社 100% 

（本出資後）当社未定、ＳＯＭＰＯホールディング      

ス未定 

なお、本出資後においても、当社が当該会社の議決権の過半

数を取得し、連結子会社とする予定です。 

（９）当社と当該会社

との間の関係 

資本関係 設立時点において、当該会社に対する当

社の出資比率は 100％です。なお、本出

資後の両社の出資比率は未定ですが、当

社が当該会社の議決権の過半数を取得

し、連結子会社とする予定です。 

人的関係 設立時に、当社が自らの役職員等の中か

ら当該会社の取締役として指名し、本出

資後に出資比率に応じてＳＯＭＰＯホー

ルディングスが自らの役職員等の中から

当該会社の取締役として指名する予定で

す。 



 

 

本事業に従事する当社の従業員は、当該

会社で引き続き本事業に従事します。 

取引関係 合弁事業の開始後、当該会社は当社に対

して、バックオフィスサービス等の委託

等を行う予定です。 

 

5. 本合弁会社の業績見通し 

本合弁会社の業績見通しにつきましては、具体的な内容について今後両社で協議してまいりま

すので、現時点では未定です。 

 

6. 合弁会社化の日程 

 

取締役会決議（当社） 2026 年５月（予定） 

本合意書に基づく最終契約の締結日 2026 年５月（予定） 

本出資の払込日 2026 年９月期下半期中（予定） 

 

 

IV. 今後の見通し 

 最終契約の締結に向けてＳＯＭＰＯホールディングスと協議中の段階であり、今期の連結業績に

与える影響額も現時点での算定が困難となります。適正かつ合理的な数値の算出が可能となった段

階で速やかに開示いたします。 

 なお、連結決算上は本合弁会社が連結子会社であることに変更がないため、連結損益への影響は

軽微です。 

 

 

以上 

 

 

 


